
FSA Analytical Notes (2025.5)  

 

 

12 

 

⾜元の預⾦動向の実態把握と⾦利上昇との関係にかかる分析 
 

 
（要旨） 

本稿では、⾜元の⾦利上昇を受けた各⾦融機関の預⾦残⾼や預⾦⾦利の動向について実
態把握を⾏い、預⾦残⾼は総体としては増加しているものの、業態や預⾦種類別等によって、
その預⾦残⾼伸び率の分布には差異が⾒られることを確認した。預⾦⾦利と預⾦残⾼伸び率
の関係にかかる検証では、キャンペーン等の影響が含まれる預⾦利回りと預⾦残⾼の増減に
は相関があることが⽰された。今後とも、⾦利環境や⼈⼝動態等のマクロ環境の変化を捉え
つつ、預⾦動向についてデータを活⽤した適時のモニタリングを継続していく。 
 
 

Ⅰ．はじめに 

⽇本銀⾏のマイナス⾦利政策の⾒直しやその後の政策⾦利の引き上げを受け、⾜元で円預⾦⾦利

は上昇している（図表 1）。⼈⼝動態や競争環境の変化など、⾦融機関を取り巻く環境が変化するな

かで迎えた⾦利上昇局⾯において、各⾦融機関がどのような預⾦⾦利を顧客に提⽰し、どのような

資⾦調達戦略を執っているかをタイムリーに把握することは、⾦融庁が⾦融機関の収益性や ALM 運

営等にかかる対話を⾏う上で重要である。また⼀⼝に預⾦動向といっても、業態別1に⾒ると預⾦残

⾼は総体として増加傾向だが、特にネット銀⾏の伸びが顕著であること（図表２,３）や、預⾦種類

別2に⾒ると要求払預⾦と定期性預⾦のトレンドが対照的であること（図表４）など、業態・預⾦種

類等によって状況は区々であることから、業態別・預⾦種類別等の切り⼝で預⾦動向を確認する必

要がある。本稿では、⾜元の預⾦動向にかかる実態把握と、預⾦⾦利と預⾦残⾼の伸び率との関係の

検証等を⽬的として分析を⾏った。 

なお、本分析で主に使⽤するデータセットは、①預⾦者別（法⼈、個⼈）3・預⾦種類別・店舗ご
 

1 本稿において、主要⾏等（9 ⾏）は、みずほ、三菱 UFJ、三井住友、りそな、三菱 UFJ 信託、みずほ信託、三井住友信託、SBI 新⽣、
あおぞら。地⽅銀⾏（62 ⾏）は、埼⽟りそな、全国地⽅銀⾏協会加盟銀⾏。第⼆地⽅銀⾏（36 ⾏）は、第⼆地⽅銀⾏協会加盟銀⾏。信⽤
⾦庫（254 ⾦庫）は、全国信⽤⾦庫協会加盟⾦庫。信⽤組合（143 組合）は、全国信⽤組合中央協会加盟組合。ネット銀⾏（12 ⾏）は、
PayPay、セブン、ソニー、楽天、住信 SBI ネット、au じぶん、イオン、⼤和ネクスト、ローソン、みんなの、UI、GMO あおぞらネット。
( )内は 25/3 末の⾦融機関数。なお、地域銀⾏は地⽅銀⾏及び第⼆地⽅銀⾏、地域⾦融機関は地⽅銀⾏、第⼆地⽅銀⾏、信⽤⾦庫及び信
⽤組合を指す。また、本稿の分析では「BOX1：⼈⼝動態と預⾦残⾼の関係」を除き、ゆうちょ銀⾏を対象外としている。 
2 本稿では預⾦種類を要求払預⾦と定期性預⾦の 2 種に⼤別しており、要求払預⾦は、当座預⾦、普通預⾦、貯蓄預⾦、通知預⾦、別段
預⾦、納税準備預⾦の合計。定期性預⾦は、定期預⾦、定期積⾦の合計。なお、預⾦残⾼の合計には外貨預⾦、⾮居住者円預⾦を含まな
い。 
3 預⾦者区分にはこの他に公⾦や⾦融機関があるが、本稿の分析では対象外としている。 
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とに集計された預⾦残⾼データ、②預⾦種類別の店頭表⽰⾦利データ及び③各⾦融機関の決算デー

タの３種類4である。 

 

図表 1 預⾦種類別店頭表⽰⾦利の推移5 図表２ 業態別預⾦残⾼の割合 

（2025 年３⽉末時点） 

 

（出所）⽇本銀⾏  

図表３ 業態別預⾦残⾼の伸び率 図表４ 預⾦種類別残⾼の推移 

 
 

 
4 データセット①、③は⾦融庁データを使⽤。データセット①の対象業態は脚注１を参照。データセット③は脚注１に記載のうち銀⾏業
態のみ対象。ただし、24/9 時点では地⽅銀⾏（63 ⾏）、第⼆地⽅銀⾏（37 ⾏）であることに留意。データセット②は株式会社⽇本⾦融通
信社の「ニッキン⾦利情報」を使⽤。データセット②の対象業態は脚注１を参照の上、信⽤⾦庫（106 ⾦庫）、信⽤組合（18 組合）、ネッ
ト銀⾏（7 ⾏）は対象となる⾦融機関数が異なることに留意。 
5 定期預⾦は預⼊⾦額 300 万以上 1000 万円未満が対象。 

(%) (兆円) 
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Ⅱ．預⾦動向の実態把握 

本章では、まずデータセット①を⽤いて、各業態における預⾦残⾼の伸び率を把握する（第１節）。

次に、データセット②を⽤いて、⾦利上昇局⾯における預⾦⾦利の動向を把握する（第２節）。 

 
1. 預⾦残⾼伸び率 

はじめに、2023 年９⽉末から 2024 年９⽉末にかけての預⾦残⾼伸び率を業態別に確認する。図

表５は預⾦残⾼合計、図表６〜９は預⾦者別・預⾦種類別預⾦残⾼の伸び率6の分布を⽰したもので

ある。預⾦残⾼合計の全体の伸び率は+1.2％であるものの、残⾼が減少している⾦融機関が多い業

態も⾒られる（図表５全体）。 

預⾦者別にみると、法⼈預⾦残⾼は、要求払預⾦と定期性預⾦のいずれにおいても分布の顕著な

偏りはみられない（増加している⾦融機関もあれば減少している⾦融機関もあり、その増減量も様々

である）。⼀⽅、全体の残⾼はいずれも増加しており、特に定期性預⾦では+13.8％と⼤きく増加し

ていることが分かる（図表６,７）。個⼈預⾦残⾼は、要求払預⾦は増加している先が多く全体の伸び

率は+3.0％である⼀⽅、定期性預⾦は減少している先が多く全体の伸び率は▲2.3％であった（図表

８,９）。 

業態別の傾向としては、主要⾏等の法⼈預⾦は⼤きく増加している先が多い⼀⽅、個⼈預⾦は減

少している先が多い。また、地域⾦融機関の個⼈要求払預⾦は増加しているものの、個⼈定期性預⾦

は減少している。預⾦残⾼合計の伸び率が⾼い先の多いネット銀⾏は、預⾦者別・預⾦種類別による

⼤きな差異は⾒られなかった。（図表５〜９） 

ただし、各業態の預⾦残⾼をみると、ネット銀⾏の 2023 年 9 ⽉末時点の残⾼は⽐較的少ないこ

と、地域銀⾏・信⽤⾦庫・信⽤組合では預⾦残⾼合計に対する個⼈定期性預⾦の占める割合が他業態

より⾼いこと等、業態によって預⾦規模や業務範囲が異なることに留意する必要がある（図表 10）。 

 

 
6 伸び率=(24/9 末の預⾦残⾼-23/9 末の預⾦残⾼)÷23/9 末の預⾦残⾼×100。また、対象期間中に合併した⾦融機関は、23/9 末時点の
預⾦残⾼を該当機関分合算の上、伸び率を算出。 
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図表 5 預⾦残⾼（合計）の伸び率の分布 ※全体 「+1.2%」 

図表６ 【法⼈】要求払預⾦残⾼の伸び率の分布 
※全体 「+1.2%」 

図表７ 【法⼈】定期性預⾦残⾼の伸び率の分布 
※全体「+13.8%」 

図表８ 【個⼈】要求払預⾦残⾼の伸び率の分布 
※全体「+3.0%」 

図表９ 【個⼈】定期性預⾦残⾼の伸び率の分布 
※全体「▲2.3%」 
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BOX 1 : ⼈⼝動態と預⾦残⾼の関係 

⾦融機関の預⾦残⾼は、⾦融機関が営業基盤とする地域の⼈⼝にも影響を受けると考えられる。

図表 11 は、各⾦融機関の店舗別預⾦残⾼データを使⽤し、都道府県別の⼈⼝伸び率と残⾼伸び率

の関係性7を⽰したものである。対象業態は主要⾏等・地域銀⾏・信⽤⾦庫・信⽤組合・ゆうちょ

銀⾏8である。 

⼈⼝伸び率が⾼い都道府県にある店舗ほど残⾼伸び率も⾼い傾向にあることが分かり、特に⼈

⼝伸び率が⾼い東京都と沖縄県では、他の道府県よりも残⾼が⼤きく伸びている。⼈⼝伸び率がマ

イナスであっても預⾦残⾼伸び率はすべての道府県でプラスを維持しており、相対的に預⾦残⾼

が多い⾼齢者世帯の影響を受けている可能性がある。 

図表 11 ではネット銀⾏が対象外となっているため⼀概には⾔えないものの、2025 年と⽐較し

2035 年には東京都と沖縄県では現状とほぼ同じ⽔準であるが、その他のすべての道府県で⼈⼝が

減少すると予想されており（図表 12）、図表 11 の傾向が持続した場合には、都道府県の預⾦残⾼

には減少⽅向に作⽤すると考えられる。 

 
7 2015 年の国勢調査（5 年おきに実施）のデータを使⽤するため、2015 年９⽉末から 2024 年９⽉末の 9 年間を対象とした。⼈⼝伸び率
は各都道府県の 15 歳以上の⼈⼝をもとに算出しており、2024 年 9 ⽉の⼈⼝は「⽇本の地域別将来⼈⼝推計」に掲載されている 2020 年、
2025 年のデータから線形補完。 
8 ネット銀⾏は基本的に実在の店舗を持たない点や預⾦者の居住地との関係性が低い点を踏まえ対象外とした。 

図表 10 業態別の預⾦残⾼（グラフ上の値は残⾼合計を 100 とした場合に占める割合） 
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図表 11 都道府県ごとの⼈⼝伸び率と預⾦残⾼伸び率の関係 

（主要⾏等・地域銀⾏・信⽤⾦庫・信⽤組合・ゆうちょ銀⾏の合計値） 

 

（出所）総務省「国勢調査」、 国⽴社会保障・⼈⼝問題研究所「⽇本の地域別将来⼈⼝推計」 

 

図表 12 都道府県別の⼈⼝推移（15 歳以上） 

 

 

（出所）総務省「国勢調査」、 国⽴社会保障・⼈⼝問題研究所「⽇本の地域別将来⼈⼝推計」 
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2. 預⾦⾦利の時系列推移 

図表 13 は、各⾦融機関の店頭表⽰⾦利について、業態別平均値9の推移10を⽰したものである。⽇

本銀⾏は 2024 年 3 ⽉にマイナス⾦利政策を⾒直し、その後 2 回の政策⾦利の引き上げを⾏ったが、

引き上げ決定から 1 か⽉ほど経つと、主要⾏等、地⽅銀⾏、第⼆地⽅銀⾏、信⽤⾦庫、信⽤組合の

順で預⾦⾦利を引き上げている様⼦が窺える。また、ネット銀⾏はマイナス⾦利政策⾒直し前から

普通預⾦・定期預⾦⾦利11ともに他業態より⾼い⽔準で推移しているが、2025 年５⽉ 12 ⽇時点の普

通預⾦⾦利に着⽬すると、主要⾏等・地⽅銀⾏・第⼆地⽅銀⾏と同⽔準（0.2%）である。なお、こ

の⽔準は店頭表⽰⾦利を元に算出しているため、キャンペーン⾦利やインターネットバンキング専

⽤の⾦利等が含まれていないことに留意する必要がある。 

 

図表 13 店頭表⽰⾦利の推移（業態別平均） 

 

（注）図中の破線は、それぞれ⾦利⽔準に影響を与えた⾦融政策決定会合の開催時期を⽰す。 

・2024 年 3 ⽉：マイナス⾦利政策の⾒直しを決定 

・2024 年 7 ⽉：政策⾦利（無担保コールレート）の 0.25%への引き上げを決定 

・2025 年 1 ⽉：政策⾦利（無担保コールレート）の 0.5%への引き上げを決定 

（出所）データセット②「ニッキン⾦利情報」 

 
9 各⾦融機関の店頭表⽰⾦利の合計 ÷ ⾦融機関数 
10 2023 年 9 ⽉ 4 ⽇から 2025 年５⽉ 12 ⽇までの週次データを使⽤。 
11 本稿でデータセット②の定期預⾦⾦利データを使⽤する際は、預⼊⾦額 300 万円未満、預⼊期間 1 年の商品を対象。 

(%) 

(%) 
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BOX 2: 新規貸出⾦⾦利の⾜元の状況 

 

⽇本銀⾏の⾦融政策変更に伴い、ストックベースでの貸出⾦⾦利12が上昇している（図表 14）。

ここで、共同データプラットフォームの貸出明細データを⽤いて、地⽅銀⾏の新規貸出⾦⾦利13（債

務者区分が正常先である先）の⾜元の動向について貸出先区分別・業種別の切り⼝で確認した（図

表 15,16）。 

企業向けの貸出⾦⾦利は、2023 年 10 ⽉の⾦融政策決定会合（⻑短⾦利操作における 10 年国債

⾦利の上限の⽬途を 1.0％に⾒直し）以降から上昇傾向がみられる。⼀⽅、個⼈や個⼈事業主につ

いては⾦利が上がり始めたのは 2024 年 7 ⽉の⾦融政策決定会合（政策⾦利の 0.25%への引き上

げ）以降であり、個⼈による貸家業以外の個⼈事業主に対する⾦利はさらに 3 カ⽉程度遅れて上

昇している。 

地⽅銀⾏の 2024 年 3 ⽉から 2024 年 9 ⽉までの預⾦⾦利引き上げ幅は、普通預⾦・定期預⾦と

もに平均 0.1％程度であることから（図表 13）、企業や個⼈の 2024 年 12 ⽉までの引き上げ幅は預

⾦⾦利と同程度以上である⼀⽅、個⼈による貸家業を含む個⼈事業主に対しては預⾦⾦利程度の

変動が⾒受けられなかった。今後も引き続き、貸出明細データを活⽤し貸出⾦⾦利の状況もきめ細

やかに確認していくことで、⾦融機関のバランスシート運営の状況を適時に把握していく。 

 

図表 14 貸出⾦⾦利階層別残⾼(ストック)割合の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
12 対象業態は主要⾏等・地⽅銀⾏・第⼆地⽅銀⾏ 
13 データ基準⽇（四半期毎）のうち、当四半期中において実⾏した貸出⾦を対象としている。例えば、2023 年 9 ⽉末の基準⽇で計算され
ている貸出明細は 2023 年 7 ⽉初から 2023 年 9 ⽉末までに実⾏された貸出⾦が対象となる。 
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（注）図中の破線は、それぞれ⾦利⽔準に影響を与えた⾦融政策決定会合の開催時期を⽰す。 

・2023 年 10 ⽉：⻑短⾦利操作の運⽤のさらなる柔軟化を決定 

・2024 年 3 ⽉：マイナス⾦利政策の⾒直しを決定 

・2024 年 7 ⽉：政策⾦利（無担保コールレート）の 0.25%への引き上げを決定 

図表 15 貸出先区分別残⾼加重平均⾦利推移 
（2023 年 9 ⽉末との差分） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図表 16 業種別残⾼加重平均⾦利推移 

（2023 年 9 ⽉末との差分） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（％pt） 

（％pt） 
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Ⅲ．預⾦⾦利と残⾼伸び率の関係 

本章では、預⾦⾦利と残⾼の伸び率の関係をグラフを⽤いて確認する。まずは、データセット①及

び②を⽤いて、各機関の店頭表⽰⾦利の引き上げ幅と残⾼伸び率の関係を把握する（第１節）。次に、

データセット③を⽤いて、預⾦利回りと残⾼伸び率の関係を把握する（第２節）。 
 
1. 店頭表⽰⾦利の引き上げ幅と残⾼伸び率の関係 

はじめに、2023 年９⽉時点から 2024 年９⽉時点への店頭表⽰⾦利の引き上げ幅14と 2024 年３⽉
末から 2025 年３⽉末にかけての残⾼伸び率の関係を確認する。図表 13 で⽰した通り、マイナス⾦
利の⾒直しとその後の政策⾦利引き上げの影響を受け、各⾦融機関の店頭表⽰⾦利は１か⽉程度遅
れて上昇しているが、店頭表⽰⾦利の引き上げが預⾦残⾼に影響を与えるまでにはさらにラグがあ
ると考えられるため、⾦利引き上げ幅と残⾼伸び率の対象期間に半年の差を設けている。 

図表 17 及び 18 は普通預⾦・定期預⾦15の⾦利引き上げ幅と残⾼伸び率の関係を⽰したものであ
る。主要⾏等・地域銀⾏・信⽤⾦庫・信⽤組合の⾦利引き上げ幅に業態内でのばらつきは⾒られない
⼀⽅、残⾼伸び率にはばらつきが⾒られた。また、ネット銀⾏に着⽬すると、普通預⾦・定期預⾦と
もに⾦利引き上げ幅にばらつきが⾒られた。 

図表 17 普通預⾦ 図表 18 定期預⾦ 

 （出所）データセット②「ニッキン⾦利情報」 
 

14 24/9/30 の店頭表⽰⾦利 ‒ 23/9/25 の店頭表⽰⾦利 
15  データの制約上、店頭表⽰⾦利データは注釈２に記載の要求払預⾦のうち普通預⾦、定期性預⾦のうち定期預⾦を対象としているが、
残⾼データは要求払預⾦と定期性預⾦を対象としている。 
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2. 預⾦利回りと残⾼伸び率の関係 

次に、預⾦利回り16と残⾼伸び率17の関係を確認する。預⾦利回りには⾦融機関が店頭表⽰⾦利に
応じて⽀払った利息だけでなく、キャンペーン⾦利やインターネットバンキング専⽤⾦利等に応じ
て⽀払った利息も含まれるため、各⾦融機関が実施しているキャンペーン（⾦利関連は以下同様）等
の影響を加味することができる。 

図表 19 及び 20 は、主要⾏等・地域銀⾏・ネット銀⾏を対象18とし、それぞれ普通預⾦・定期預⾦
19の利回りと残⾼伸び率の関係を⽰したものである。⼀般的には、利回りが⾼いほど預⾦残⾼の伸び
率も⼤きくなると考えられ、特に定期預⾦において実際にその傾向が⾒受けられる⼀⽅、個別に⾒
ると、利回りが⾼いにも関わらず残⾼が減っているケースや、他の⾦融機関と同⽔準の利回りでも
顕著な残⾼伸び率を記録しているケースも⾒られた。業態別にみると、ネット銀⾏のばらつきが⼤
きい様⼦が窺える20。 
 

図表 19 普通預⾦ 図表 20 定期預⾦ 

 

 
16 23/10/1-24/9 末の預⾦利息÷預⾦平均残⾼（預⾦利息の期間に対応する平均残⾼。利回りの分析は以下同様。） 
17 預⾦利回りと同様の決算データを使⽤しているが、伸び率は期末残⾼を⽤いて算出するため、対象期間は 23/9/30-24/9/30。（利回り
の分析は以下同様。） 
18 半期決算が取得可能な銀⾏業態を対象としており、信⽤⾦庫及び信⽤組合は対象外。（利回りの分析は以下同様。） 
19 利回り、残⾼データともに脚注２に記載の要求払預⾦のうち普通預⾦、定期性預⾦のうち定期預⾦を対象としている。なお、普通預⾦
には決済⽤の普通預⾦残⾼を含む。（利回りの分析は以下同様。） 
20 図表 19,21 における普通預⾦残⾼の減少幅が⼤きいネット銀⾏については、残⾼が⽐較的少ないこともあり伸び率の触れが⼤きくなり
やすく、本図表の対象期間である 23/9-24/9 は⼤幅な減少となっていたが、時系列推移を確認すると増減を繰り返している。 
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さらに、預⾦利回りの差分21と残⾼の伸び率の関係を確認する。 
図表 21 及び 22 は、主要⾏等・地域銀⾏・ネット銀⾏を対象とし、それぞれ普通預⾦・定期預⾦

の利回りの差分と残⾼伸び率の関係を⽰したものである。定期預⾦に着⽬すると、1 年間で利回りが
前年より⾼くなった⾦融機関ほど預⾦残⾼も伸びている傾向にある。 
 

図表 21 普通預⾦ 図表 22 定期預⾦ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
21 2023 年 10 ⽉から 2024 年 9 ⽉にかけての利回りとその 1 年前にあたる 2022 年 10 ⽉から 2023 年 9 ⽉にかけての利回りの差分。単な
る１年間の預⾦利回りよりも、対象期間内に打ちだしたキャンペーン等の効果をより考慮できると考えられる。具体的な算出式は、
（23/10/1-24/9/30 の預⾦利息 ÷ 預⾦平均残⾼）‒（22/10/1-23/9/30 の預⾦利息 ÷ 預⾦平均残⾼）。 
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Ⅳ．預⾦⾦利と残⾼伸び率の関係にかかる検証 

本章では、３章の結果を踏まえ預⾦⾦利と残⾼伸び率の関係について、重回帰分析を⾏う。説明変
数は、各⾦融機関の店頭表⽰⾦利の引き上げ幅（第１節）、キャンペーン等の影響が含まれる預⾦利
回り及び預⾦利回りの差分（第２節）、被説明変数は全て預⾦残⾼伸び率とした。 
 
1. 店頭表⽰⾦利の引き上げ幅と残⾼伸び率の関係 

本節では、「店頭表⽰⾦利を引き上げた⾦融機関ほど残⾼伸び率が⾼い」という仮説のもと、主要
⾏等・地域銀⾏・信⽤⾦庫・信⽤組合・ネット銀⾏の計 238 ⾦融機関を対象とし、普通預⾦と定期
預⾦に分けて分析を⾏った（以下、分析①とする）。 

変数⼀覧は図表 23 のとおりである。店頭表⽰⾦利の引き上げが預⾦残⾼に影響を与えるまでには
ラグがあると考えられるため、被説明変数である預⾦残⾼伸び率は他の変数より半年後の期間を対
象としている。また、業態要因や家計の収⼊22や⼈⼝23などの地域固有の要因24を排除すべく、コント
ロール変数を⽤意した。 
 

図表 23 各変数の説明 
 

被説明変数 預⾦残⾼伸び率（%） 24/3⇒25/3 の伸び率 

説明変数 店頭表⽰⾦利引き上げ幅（%pt） 24/9 の店頭表⽰⾦利-23/9 の店頭表⽰⾦利 

コントロール 

変数 

家計の収⼊伸び率（%） 23/9⇒24/9 の伸び率 

⼈⼝伸び率（%） 23/9⇒24/9 の伸び率 

業態ダミー 地⽅銀⾏を基準 
（出所）データセット②「ニッキン⾦利情報」、総務省「国勢調査」「家計調査」 

 国⽴社会保障・⼈⼝問題研究所「⽇本の地域別将来⼈⼝推計」 

 
図表 24 は分析①の結果を⽰しているが、普通預⾦・定期預⾦ともに有意な結果は得られなかった。

これは、図表 17 及び 18 で⽰したとおり、対象期間の⾦利引き上げ幅はネット銀⾏以外の業態でば

らつきがほぼ⾒られないことに起因するものと考えられる。また、本分析では⾦利引き上げ幅と残

⾼伸び率の対象期間に半年の差を設けたが、店頭表⽰⾦利の引き上げが預⾦残⾼に影響を与えるま

 
22 データの制約上、県庁所在市ベースのデータを各都道府県別の代理変数として使⽤。 
23 都道府県別の 15 歳以上の⼈⼝を対象とした。 
24 各機関の本店所在地ベース。 
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でにはさらに⻑い年⽉を要する可能性もあるため、今後対象時点を変えて検証することも有益と考

えられる。 

 

図表 24 分析①の結果 

 

 

 

 

 

       

 
2. 預⾦利回りと残⾼伸び率の関係 

本節では、「1 年間の預⾦利回りが⾼い⾦融機関ほど残⾼伸び率が⾼い」という仮説のもと、預⾦

利回りと残⾼伸び率について分析を⾏う（以下、分析②とする）。また、預⾦利回りはキャンペーン

等の影響を受けることから、「預⾦利回りの前年からの差分25が⼤きい⾦融機関ほど残⾼伸び率が⾼

い」という仮説のもと、預⾦利回りの差分と残⾼伸び率についても分析する（以下、分析③とする）。

分析②・③ともに、対象は主要⾏等・地域銀⾏・ネット銀⾏の計 119 ⾏である。 

変数⼀覧は図表 25 のとおりで、分析①と異なり、被説明変数である預⾦残⾼伸び率の対象期間は

他の変数と同じ26である。なお、コントロール変数は分析①と同様である。 

図表 25 各変数の説明 
 

被説明変数 預⾦残⾼伸び率（%） 23/9⇒24/9 の伸び率 

分析②説明変数 預⾦利回り（%） 23/10~24/9 の利回り 

分析③説明変数 預⾦利回りの差分（%pt） 23/10~24/9 の利回り- 22/10~23/9 の利回り 

コントロール 

変数 

家計の収⼊伸び率（%） 23/9⇒24/9 の伸び率 

⼈⼝伸び率（%） 23/9⇒24/9 の伸び率 

業態ダミー 地⽅銀⾏を基準 

（出所）総務省「国勢調査」「家計調査」、 国⽴社会保障・⼈⼝問題研究所「⽇本の地域別将来⼈⼝推計」 

 
25 預⾦利回りの差分は残⾼差分由来と⾦利差分由来の⼆つに分けられるが、昨今の低⾦利状況から、残⾼由来は⾦利上昇由来に⽐べ無視
できる程度に⼩さいと試算されたことから残⾼伸び率に対する説明変数として適すると判断した。 
26 分析③（預⾦利回りの差分）は、分析①（店頭表⽰⾦利の引き上げ幅）同様、預⾦残⾼に影響を与えるまでは⼀定程度時差があること
も考えられるが、データの制約上、説明変数と同じ期間を対象としている。 
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図表 26 は、分析②・③の結果を⽰している。分析②は定期預⾦のみ有意な結果を得たが、分析③

は普通預⾦・定期預⾦ともに有意な結果を得た。また、決定係数（𝑅ଶ）から、本稿で⽤いた回帰式の

中では、預⾦利回りの差分を説明変数とした分析③がより預⾦残⾼伸び率を説明していた。 

 

図表 26 分析②・③の結果27 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

さらに、有意な結果が出た分析②の定期預⾦と分析③について業態別に単回帰分析を⾏い28、図表

27 にその結果を⽰す。業態別に⾒ると、分析②は地域銀⾏で、分析③の普通預⾦は第⼆地⽅銀⾏で、

分析③の定期預⾦は主要⾏等以外でそれぞれ有意な結果が出ていることを確認した。なお、分析③

の係数は、地⽅銀⾏ 388.89、第⼆地銀 354.55、ネット銀⾏ 628.37 となっており、これは、定期預

⾦利回りの差分が 1%pt 上昇した場合の残⾼伸び率を⽰している。仮に、1bps（0.01%pt）上昇する

と、地⽅銀⾏では 3.88%、第⼆地銀では 3.54%、ネット銀⾏では 6.28%ほど残⾼が伸びることを意

味する。 

 

 
27 脚注 20 に記載した預⾦残⾼増減の振れ幅が⼤きいネット銀⾏については、本分析においては外れ値として対象から除外している。⼀
⽅、図表 19,21 において、当銀⾏と利回りは同⽔準であるものの普通預⾦残⾼の増加幅が⼤きいネット銀⾏もみられるが、当銀⾏は時系
列推移を⾒ると安定して増加傾向を維持しているため対象に含めている。なお、外れ値として除いた銀⾏を⼊れて分析した場合でも、分
析②は普通預⾦・定期預⾦ともにほぼ同様の結果であった⼀⽅、分析③は普通預⾦で有意でなくなったが、定期預⾦についてはほぼ同様
に有意な結果を得たため、定期預⾦の⽅がより利回りの差分の影響を受けると考えられる。 
28 分析②・③は、脚注 24 のとおり本店所在地ベースの預⾦データを使⽤しているため、本店所在地が東京都に集中している主要⾏等・
ネット銀⾏については所在する地域の影響を受けないと考えられること、地域銀⾏には「家計の収⼊伸び率」「⼈⼝伸び率」をコントロー
ル変数に追加した上で重回帰分析を⾏ったものの、いずれも係数が⼩さくコントロール変数の効果を得られなかったことを踏まえ、単回
帰分析の結果を⽰している。 
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図表 27 分析②定期預⾦・③（業態別）の結果 

 

 

以上の結果を踏まえると、普通預⾦は利回りの差分、定期預⾦は 1 年間の利回りと利回りの差分

どちらも残⾼伸び率と正の相関があることが分かった。分析②の普通預⾦については、有意な結果

が出なかったが、第 3 章の図表でも⽰した通り、2023 年 10 ⽉から 2024 年 9 ⽉にかけての預⾦利

回りは多くの機関でばらつきが⾒られないため、線形回帰では差異を確認できなかった可能性が考

えられる。なお、分析①〜③（業態別を除く）では、「所在する地域の家計の収⼊伸び率が⾼い機関

ほど残⾼伸び率が⾼い」という仮説のもと、その影響を排除すべく家計の収⼊をコントロール変数

に加えていたが、いずれの分析でもその効果は得られなかった。これは、データの制約上、県庁所在

市ベースのデータを各都道府県別の代理変数として使⽤したことに起因する可能性や、短い期間で

は必ずしも収⼊の影響が出てこない可能性が考えられる。 

また、業態別にみると、分析③普通預⾦の結果では、第⼆地⽅銀⾏のみ利回りの差分と残⾼伸び率

の正の相関があることが分かった。これは、⼀部の第⼆地⽅銀⾏がインターネット専⽤⼝座等で⾼

めの預⾦⾦利を設定しており、普通預⾦残⾼が増加していることを反映している可能性が考えられ

る。さらに、分析③定期預⾦の結果では、特にネット銀⾏で利回りの差分と残⾼伸び率に強い正の相

関があることが分かった。これは、ネット銀⾏の 2023 年 9 ⽉末時点の残⾼は他業態より少ないこと

や、ネット銀⾏の顧客層はスマートフォン等でインターネットを頻繁に利⽤する世代が多く、キャ

ンペーン等の情報を得やすいことに起因すると考えられる。また、各⾦融機関で様々な預⾦キャン

ペーンを実施しているが、キャンペーンの実施有無だけでなく、キャンペーンに対する広告量の影

響を受けている可能性も考えられる。今後、仮に預⾦獲得競争が激化した場合には、表⾯上の利回り

を過度に主張するキャンペーン等、預⾦者の実利と相反する戦略が⽣じないか注視していく必要が
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ある。なお、有意な結果が出なかった主要⾏等の預⾦⾦利は、地域⾦融機関やネット銀⾏が預⾦⾦利

を決定する上での基準になっており、主要⾏等の預⾦⾦利が⼀期後の各業態の預⾦⾦利・残⾼に影

響を与える可能性が考えられる。⾦利上昇局⾯における預⾦残⾼データが蓄積されてきた際には、

主要⾏等の預⾦⾦利をコントロール変数に加えて分析する等、引き続き、より良い⼿法を検討して

いく。 

なお、本分析では説明変数として店頭表⽰⾦利や預⾦利回り及びその差分を採⽤したが、預⾦動

向は単に店頭表⽰⾦利や利回りのみならず、⼿数料設定、投資など他サービスとの連携といった利

便性の有無など様々な要因の影響を受けるため、こうした定性⾯も踏まえ、総合的に⾒ていく必要

がある。 

 

Ⅴ．まとめ 

本稿では、⾦融機関の預⾦残⾼データ及び決算データ、ニッキン⾦利情報等を⽤いて、⾦利上昇局

⾯を迎えた⾜元の各機関の預⾦残⾼伸び率や預⾦⾦利の推移を確認した。預⾦残⾼は総体として増

加しているものの、業態や預⾦種類別等によって預⾦残⾼伸び率の分布には差異が⾒られることや、

地域における⼈⼝増減と預⾦増減の相関関係が確認された。また、預⾦⾦利と残⾼伸び率の関係を

検証したところ、キャンペーン等の影響を受ける預⾦利回りが預⾦残⾼の増減と正の相関があるこ

とが確認された。特に、預⾦利回りの前年度からの差分の預⾦残⾼伸び率に対する説明⼒が⼤きい

ことや、業態別にみるとネット銀⾏では預⾦利回りの差分と預⾦残⾼の増減に強い正の相関がある

ことが確認された。 

本稿の分析により、預⾦残⾼と預⾦⾦利の⼀定の関係が⽰唆されたものの、現状では多くの⾦融

機関が横並びの預⾦⾦利を提⽰しており、預⾦市場全体の⼤きな変動は⾒られない。他⽅、今後の⼈

⼝動態や地域経済の動向によって⾦融機関を取り巻く競争環境が変化した場合には、差別化された

預⾦戦略をとる⾦融機関が増加し、経営体⼒によっては、提供できる⾦利に⼀層の差が⽣じる可能

性も考えられる。今後とも、⾦利環境や⼈⼝動態などマクロの動向を捉えつつ、預⾦動向や⾦融機関

の預⾦戦略を適時にモニタリングしていく。 

本稿の分析結果は、⽇本銀⾏の⾦融政策変更の前後にあたる 2023 年 9 ⽉末から 2024 年 9 ⽉末に

かけての 1 年間を主な対象期間としているが、政策⾦利上昇の影響が預⾦残⾼に及ぶにはより⻑い

期間のデータを確認していくことが望ましい。⾦融庁としては、引き続き、⾦利上昇局⾯における国

内預⾦市場の動向の実態把握や分析を継続することで、⾦融機関の収益性や ALM 運営等にかかる理

解を深化させていく。 


